予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費
	事業名　新 大気常時監視テレメータシステム整備事業費　（次期システム）　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　環境生活部　環境管理課　大気環境係　電話番号：058-272-1111（内2831）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　17,330千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産

収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	17,330
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,330

	決定額
	17,330
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,330


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　大気テレメータシステムは、県内に設置された大気測定局での測定結果を通信回線を介してデータセンターに収集し、Webページを利用して大気汚染の状況を常時監視することができるシステムである。
また、監視局である環境管理課及び保健環境研究所では、大気測定局における大気汚染物質の濃度が高くなり発令基準に達した場合は、発令地域の関係機関に対して注意報等を発令し、住民への健康被害防止を図っている。
（２）事業内容

　　　　現行システムの保守契約が平成32年2月29日で終了するため、現行システムの機能を見直すと共にWindowsOSのサポート終了に対応したシステムを再構築する。
　　　・光化学オキシダント予測を確認出来る機能、環境基準達成の適否を評価する機能、及び過去のデータを抽出できる機能を追加し、利用者の利便性を図る。
・測定局新設に伴うシステムの拡張整備を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　大気常時監視は、大気汚染防止法第22条に基づき県が実施するものであり、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	17,167
	次期システム構築費（開発）、次期システム運用費（保守）

	役務費
	163
	次期システム通信費（保守）

	合計
	17,330 
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
特になし

（2） 国・他県の状況
　　　　国及び他自治体でも同様のシステムを利用している。

（3） 後年度の財政負担　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	一時経費
	経常経費
	計

	H31
	16,113,570
	1,052,613
	17,166,183

	H32
	
	12,838,597
	12,838,597

	H33
	
	13,045,837
	13,045,837

	H34
	
	13,253,078
	13,253,078

	H35 
	
	13,460,317
	13,460,317

	H36
	
	12,338,624
	12,338,624

	計
	16,113,570
	65,989,066
	82,102,636


　※システム開発及び保守に係る委託料について算出。役務費は含まず。
平成34年度まで毎年度測定局を１ヶ所ずつ新設する予定であり、これに伴う経費増が見込まれる。
（4） 事業主体及び妥当性
システムの開発については専門知識及び技能が必要であり、外部委託することが妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
平成32年2月末に現行システムの保守契約が終了するため、大気汚染状況の常時監視のためシステムの更新を行い、平成32年3月からの次期システムの安定した運用を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	本事業は、大気汚染状況の常時監視のため、システム更新を委託する業務であり、指標の設定は困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	大気常時監視は、大気汚染防止法第22条に基づき県が実施するものであり、大気汚染物質の濃度が高くなり、発令基準に達すると、関係機関に対して注意情報等を発令し、住民への健康被害防止を図っていることから、システム更新の必要性は高い。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　システムの安定的な運用により、大気汚染防止法に基づく大気常時監視を実施していくことが求められる。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　本事業により、大気汚染事案への迅速な対応が可能となるため、次年度以降も継続していくべき事業である。



